
１．はじめに

　阪神淡路大震災の被害調査報告 1) などから明らかにされ
ているように，地震災害による死者の 80%以上は家屋の
倒壊による圧死，窒息死である．構造種別に被害を見ると，
在来軸組工法による木造住宅，特に建築年代の古い既存不
適格の木造住宅において被害が甚大であった 2)．こうした
事実から見れば，人命の観点で地震防災を考えるときの最
優先課題は既存不適格木造住宅の耐震性向上である．
　既存不適格木造住宅の所有者の大多数は一般市民であ
る．したがって，それらの耐震化はその住宅所有者の判断
に委ねられている．住宅所有者による耐震リフォーム工事
促進のため，無料の耐震診断制度や耐震リフォーム費用の
補助制度などが各自治体により実施されているが，既存不
適格木造住宅の耐震化率は依然きわめて低いのが現状で
ある．
　こうした現状を鑑みると，既存不適格木造住宅の耐震化
を促進するための必要とされている技術を再点検し，その
問題点を解決することが急務といえよう．本稿では，耐震
リフォーム促進に向けた技術的な課題を再確認するとと
もに，その考察結果に基づいて提案されている住宅所有者
のための意志決定支援ツールについて概説する．

２．木造住宅の耐震リフォーム促進における技術的課題

　既存不適格木造住宅の所有者が耐震リフォームに踏み
出せない原因については，一般市民を対象としたインター
ネットアンケート調査 3)や，構造技術者，地震災害被災者，
建築士，保険関係者等を対象としたオーラルインタビュー
に基づく研究成果 4)5) 等が報告されている．これらの報告
の中では，地震災害に対する一般市民の意識として，以下
のような結果がまとめられている．

１）大地震発生のリスクは半数が認識している．
２）大地震時の住宅への被害リスクは約７割が認識している．
３）耐震リフォームの効果は約７割が認識している．
４）耐震診断・改修に対しては約７割が消極的である．

　耐震リフォームが進まない理由の一つとして，住宅所有
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者の地震防災意識の低さが指摘されることが多い．１）の
地震発生のリスク認識が半数という結果がそのことを説
明していると考えられる．一方，２）のように地震が発生
した場合には７割が住宅に何らかの被害があると認識し
ている．また，耐震リフォームによる効果もアンケート結
果３）にあるように約７割が認識している．すなわち，地
震の発生自体の実感が高まれば，耐震診断あるいは診断の
必要性を意識する段階には抵抗なく進んでいくものと考
えられる．
　ところが，いざ耐震診断あるいは耐震リフォームを実施
するかどうかの意志決定の段階になると，４）のように７
割が消極的である．この理由として挙げられている主な回
答は以下のようなものである．

１）費用がかかるから．
２）大地震による被害は避けられないから．
３）耐震リフォームの効果が良くわからないから．
４）適正な業者がわからないから

このうち，構造技術的な側面から対応していく必要がある
のは１）と３）の２項目と考えられる．次章では，これら
二つの項目について，具体的な技術的対応策を検討する．

３．費用および効果に関する技術的対応策の検討

3.1 耐震リフォームの費用について
　耐震リフォーム工事を実施する以上，費用は必然的に発
生する．この費用が耐震補強工事実施の妨げになっている
のは，所有者が費用に見合った効果を実感できていない点
にある．費用対効果の問題については後述することとし，
ここでは低価格の補強工事の可能性について検討する．
　低価格の耐震リフォーム工事を実現するには，次の２つ
の可能性がある．

１）低価格の補強工法を開発すること．
２）補強の程度を軽微にすること．

　低価格の補強工法を実現することはもっとも大きな技
術的課題の一つと考えられる．一定の補強効果を確保する
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ために必要となる工費を減らせば，耐震リフォームに対す
る抵抗感の最大理由である費用の問題を克服できること
になる．ただし，現在一般的に行われている耐震補強工法
でも，筋かい，合板，接合金物等の純粋な耐震補強工事関
連の費用はきわめて低価格であり，改修費用の大部分は構
造躯体を施工するために必要な仕上げ材の撤去・復元のた
めに発生している．こうした理由を考えると，低価格の工
法開発といっても単なる構造技術だけの問題ではなく，仕
上材も含めた工法全体について検討することが重要である．
　低価格の耐震リフォーム工事を実現するためのもう一
つの対策は，補強程度が軽微な改修も推奨することであ
る．現在，自治体等による耐震リフォーム費用の補助は改
修後の評点が 1.0を超えるものが対象となっている場合が
多い．したがって，評点が 0.1，0.2といった極めて耐震性
能の低い住宅を 1.0まで補強しようとすると改修費用が高
額になり，結局改修工事の実施を断念して何の改修もされ
ないという結果につながる．耐震性能の極めて低い住宅こ
そ耐震リフォームの優先順位が高いにもかかわらず，現実
にはそれらが取り残されているのが現状である．
　たとえば，評点 0.1の住宅の耐震性能を評点 0.3まで上
昇させたときの効果を住宅所有者が理解し，改修費用がそ
れに見合うものだと判断すればその改修工事は実施され
るべきである．ところが，表１に示すように，現在の耐震
診断評価 6)7)の中では，評点 0.1と 0.3の差を明確に説明で
きず，住宅所有者はこの 0.2の補強効果を実感することが
できない．こういった問題点を解決するには，耐震リフォ
ームの程度に様々なグレードを設け，1.0を超えるかどう
かにかかわらず上昇した評点の大きさに応じた効果を具
体的に説明するための技術が求められているといえる．

3.2 耐震リフォームの効果について
　住宅設備や仕上げ，意匠，計画などに関連する改修はそ
の効果が施工後すぐに実感でき，費用対効果も理解しやす
い．ところが，耐震性能は希に発生する大地震に対しての
ものであるから，日常の生活の中で効果を実感することは
できない．したがって，住宅所有者に対し耐震リフォーム
の効果を実感を伴った形で説明するためには，木造住宅が
地震によって損傷を受けるメカニズムをわかりやすく理
解させ，その論理の中で耐震性能向上の効果を実感できる
ような工夫が必要である．
　建築物の耐震性能は，外力である地震力の大きさや特性
と，それに抵抗する構造躯体の耐力の特性の関係から定義
され，その関係の中で地震時の損傷が決まる．したがって，
木造住宅が地震によって損傷を受けるメカニズムから耐
震リフォーム効果を実感させるためには，以下の３つの項
目について説明することが必要である．

１）対策すべき地震の大きさ
２）目標とする耐力特性
３）予想される損傷程度

表１　耐震診断評点の判定

　まず１）に示したように，対策すべき地震の大きさを説
明する最も身近な方法は，ある特定の地震に対して公開さ
れている予想震度を利用する方法である．東海地方を例に
とれば，近い将来の発生が確実視されている東海地震，あ
るいは東南海地震がその対象であり，そのときの住宅所在
地の予想震度を対策すべき地震の大きさとするような説
明は住宅所有者に対して説得力は高い．ただし，特定地震
に対する予想震度を上回る地震が発生する可能性がある
ことは同時に説明すべき項目である．また，さらにハイグ
レードな方法としては，海溝型地震と内陸活断層の影響も
考慮した確率論的地震動予測地図 8) を用いる方法がある．
ある震度以上が発生する確率や，生起確率に応じた最大震
度がマップに表現されており，確率的な情報に基づいた意
思決定を選択する住宅所有者には有力な説明ツールであ
る．
　対策すべき地震の大きさが設定されれば，その地震に
対して住宅に与えたい耐力特性を説明しなければならな
い．一般の住宅所有者に対して説明性を持つ木造住宅の耐
力特性の尺度は，木造住宅の耐震診断法の評点が唯一であ
る．したがって，各評点が意味する耐力特性を外力との関
係で住宅所有者に説明する必要がある．耐震診断法の評点
は，建築基準法で定めるところの「極めて稀に発生する地
震（震度６強～震度７）」の地震に対し，「倒壊しない」と
いう限界に対して定められた数値といえる．したがって，
耐震リフォームによって目標とする耐力特性を決めるに
は，評点に対して予想される住宅の損傷および耐震リフォ
ームの費用との関連を明確にした説明が不可欠である．
　予想される損傷の程度は，改修後の耐力特性と想定する
地震の大きさから決定される．損傷の程度を表現する物理
量は，最大応答変位，残留変位，被害調査等で用いるダメ
ージインデックス 9)，あるいは損害額 10) などが考えられ，

(a) 耐震判定表（我が家の耐震診断と補強方法）6)

総合評点 判　定 今後の対策
1.5以上～ 安全です -

1.0以上～ 1.5未満 一応安全です
専門家の精密診断を受け
れば，なお安心です

0.7以上～ 1.0未満 やや危険です
専門家の精密診断をうけ
て下さい

0.7未満
倒壊または大破壊
の危険があります

ぜひ専門家と補強につい
て相談して下さい

(a) 総合評価（一般診断法および精密診断法１）7)

上部構造評点 判　定
1.5以上 倒壊しない
1.0以上～ 1.5未満 一応倒壊しない
0.7以上～ 1.0未満 倒壊する可能性がある
0.7未満 倒壊する可能性が高い



住宅所有者の理解に応じた説明手段が必要である．
　一般の住宅所有者が耐震リフォーム工事に対して持っ
ている費用対効果に対する疑問を解決し，安心を実感する
改修計画を実現するには，対策すべき地震，目標とする耐
力特性，予想される損傷の３つを有機的に関連させ，改修
実施のための意志決定を可能にする技術的な説明ツール
が必要である．

４．提案する意思決定支援ツールの概要

　前章で述べたような技術的対応策の検討結果に基づき，
ここでは一般住宅所有者が木造住宅の耐震リフォーム工
事を実施するために提案されている意志決定支援ツール
11)12)の概要を説明する．

4.1 全体概要
　改修後の耐震性能は，外力としての地震の大きさと，そ
の結果発生するであろう被害との関係の中で説明するの
がわかりやすい．この関係は，性能設計の概念で一般的に
用いられている性能マトリクスと同様のものである．提案
する意志決定支援ツールでも，改修後の耐震性能の説明に
は地震の大きさとそのときの被害程度の関係を用いる．説
明対象が一般住宅所有者であることを考えると，地震の大
きさの尺度には原則として「震度階」を用い，必要に応じ
て最大加速度，再現期間などを説明に加える．また，被害

程度に関しては，イメージのしやすさを考慮して一般的な
地震被害の尺度として用いられている「倒壊，大破，中破，
小破」などの用語を用いる．ただし，最大応答変位や仕上
材の損傷などと関連させた定義をしておくことが必要で
ある．
　以上のような性能マトリクスを，改修後の耐力特性と費
用に合わせて提示することが必要となる．耐力特性は，現
在用いられている精密耐震診断の評点を尺度として用い
る．これらを表現するイメージを図１に示す．性能マトリ
クス上には改修前の評点に対応した性能レベル，および改
修後の性能に対応した性能レベルが明示され，各性能レベ
ルにはそのレベルまで耐震リフォームするための費用が
明示される．また，縦軸の損傷欄には，評価尺度である「倒
壊，大破，中破，小破」などの言語に対応した被害状況，
損害額，層間変形角などが示される．横軸の地震の大きさ
は「震度階」で表現され，各震度階に対応した発生確率，
再現期間，最大加速度などが補足的に示される．
　なお，耐震診断の評点や震度階は当然力学特性を 100%
表現しうるものではないため，性能マトリクスはある範囲
を持った提示，あるいは確率的な表現になることも考えら
れる．

4.2 各評価尺度の関係
　意志決定支援ツールの構築に当たっては，前節で示した
各評価尺度間の定量的な関係を明示しておく必要がある．

図１　耐震リフォーム促進のための性能マトリクス（表中の数値等は未検討である）

損傷 \震度階 ５弱 ５強 ６弱 ６強 ７

無被害 ● ● ● ○
小　破 ● ● ● ○
中　破 ● ● ●
大　破 ● ●
倒　壊 ●

損害額 傾き 被害状況 被害の様子 9)

0.1
万円 /m2

1/200
以下

　漆喰壁などの
一部に軽微なひ
び割れが発生す
るが容易に修復
可能

0.1 ～ 5
万円 /m2

1/200
～
1/100

　土台と基礎の
境目，窓の周辺
等にひび割れが
発生する．修復
可能

5～ 10
万円 /m2

1/100
～
1/50

　内外壁の仕上
げに大きなひび
割れが入る．瓦
が落ちる．ある
程度の修復費用
が発生

全損
1/50
～
1/10

　内外壁の大き
な剥落．柱の傾
きが大きい．継
続使用不可．修
復は困難．

全損 -

　室内空間がな
くなり，重大な
傷害を負ったり，
命を落とす可能
性が極めて高い．

-

地表面加速度 80gal ～ 250gal 250gal ～ 400gal 400gal ～
再現期間
（** 市 ** 区
** 町））

30年 80 年 150 年 300 年 500 年

30 年間での発
生確率 0.99 0.95 0.50 0.25 0.05

状態 評点 費用
● 現状 0.3 -
● 補強案１ 0.6 90 万円
● 補強案２ 1.0 180 万円
○ 補強案３ 1.2 270 万円
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　まず，「評点」と「損傷度」の関係については，既往の
研究成果の中では明確にされていないのが現状である．し
たがって，現在用いられている耐震診断手法に基づく評点
と，地震時の損傷度の関係を具体的に提示することは現在
技術的に必要とされている最も重要な課題といえる．壁の
性能に限定すれば，耐震診断の評点と力学的特性は壁量と
偏心を用いて定量的に関係づけることができる．したがっ
て，この力学特性を用いて各震度階と損傷度の関係を明ら
かにしていくことが求められているといえよう．
　「評点」と耐震リフォーム費用の関係は，現在までに報
告されているいくつかの情報によって，大まかな目安を求
めることはできる．耐震リフォームによって上昇した壁の
評点と改修費用の関係を示したもの 13)や，耐震補強の具
体的かつ詳細な実例と改修費用を明示した資料もいくつ
か公表されており 14) ～ 17)これらを総合的に判断すれば評
点と耐震リフォーム費用の関係を説明するための必要最
低限の情報はすでに用意されていると考えてよい．

５．まとめ

　以上，木造住宅の耐震リフォーム促進に向けた技術的課
題を検討し，そのために有力と思われる意志決定支援ツー
ルを紹介した．今後の展望も含め，本稿の内容を以下のよ
うにまとめておく．

・一般の住宅所有者は，耐震リフォームの必要性や効果に
ついてはある程度認識しており，地震発生という事象自
体の認識を高めることが必要である．

・耐震リフォームの効果は費用との関係の中で説明される
必要があり，そのためには，耐震診断の評点とリフォー
ム費用の関係，および評点と損傷の関係を住宅所有者に
実感を持った説明のできるツールが必要である．

・本稿で紹介した意志決定ツールの媒体は，印刷物，イン
ターネットウェブ，CD-ROMなどが考えられるが，い
ずれにおいても住宅所有者の視線に立ったわかりやすい
説明 18)が不可欠である．

・耐震リフォーム業者との間において中立的な立場で発言
できる意志決定アドバイザーを養成し，普及させること
で極めて効果的な運用が可能になると考えられる．

・耐震診断の評点とリフォーム費用の関係は，既往の情報
の中である程度把握することができる．一方，評点と損
傷度の関係は具体的には明らかにされておらず，評点に

対応した損傷度を時刻歴応答解析などによって明らかに
していくことが今後の重要な課題である．
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